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今週のキーワード Ｇ Ｄ Ｐ の 成 長 率 を 見 る と き 、 前 年 度 の 平 均 伸 び 率 と 前 年 度 最 終 四 半 期 伸 び 率 の

乖 離 を ゲ タ と 呼 ぶ 。 仮 に 、 前 年 度 平 均 伸 び 率 が ２ ％ で 、 前 年 度 最 終 四 半 期 の 伸

び率 が５％ であった場 合 、今 年 度 は第 １四 半 期 以 降 、全 く 横 ばいで推 移 しても 、年

度 平 均 の 比 較 で は ３ ％ の 伸 び が 見 込 め る こ と に な る 。 つ ま り 、 前 年 度 最 終 四 半 期

に 高 い 伸 び 率 が あ っ た 場 合 に は 、 今 年 度 は 当 初 か ら 高 い ス タ ー ト 台 で 始 ま り 、 ゲ タ

を履 いたように身 長 （グラフの曲 線 ）が高 くなっていることで呼 ばれる。 

成長率のゲタ 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 
 

今 年 も 確 申 期 の 閉 庁 日 対 応 を 実 施
2 月 24 日と 3 月 3 日の 2 日間 
 
国税庁は、ふだんは休みの日曜日にも税務署で

確定申告の相談や申告書の受付を行う閉庁日対

応を、今年2月から始まる2012年分の確定申告期

間中も2月24日と3月3日の2日間に限り実施する

ことを明らかにした。 

この閉庁日対応は、国税庁が近年推進している

「自書申告」や確定申告書の「早期提出」を応援

する施策の一環として2003年分の確定申告期か

ら実施されたもので、今回で9回目となり、すっ

かり定着した感がある。 

実施署は昨年より1署増えて229署だが、国税庁

では、過去8年間に実施した閉庁日対応における

相談件数や申告書提出枚数などの実績に基づき、

より効率的・集中的な閉庁日対応をめざしてお

り、対応方法は毎年税務署によって異なる。今回

は、単独での対応が122署のほか、76署は「合同

会場」として26会場で、31署は「広域センター」

として4ヵ所でそれぞれ対応し、トータル229署が

閉庁日対応を行う予定となっている。 

「合同会場」は、近隣の税務署と共同で管内の

納税者の申告書の収受等を行う。また、大阪国税

局のみが設置する「広域申告相談センター」では、

管内以外の納税者の申告書も仮収受等を行う。 

なお、単独対応の122署のうち44署は、交通の

利便性のいい場所に移動して実施するため相談

会場が税務署庁舎と異なるので、これらの会場の

設置場所については、各税務署でたずねていただ

きたい。 

22調査機関の12・13年度経済見通し
1－3月期の景気後退は短期間予想 

 

日本など各国の指導者が交代して2013年が幕

を開けた。安倍政権は大胆な金融緩和策の実施や

景気刺激策によるデフレ脱却を図る方針を表明

してスタートした。 

内閣府が2012年GDP１次速報値（7-9月期）を公

表したことを受けて、12年年末に銀行やシンクタ

ンクをはじめとする22の民間調査機関が「2012・

13年度経済見通し」を発表した。各機関の実質GDP 

成長率の見通しを平均すると、2013年度は+1.4％

の伸びとなっている。2013年度の日本経済は海外

経済の持ち直しに伴い輸出が回復する他、2014年

4月に予定されている消費税率引き上げ前に個人

消費や住宅投資において駆け込み需要が発生し、

成長率は2012年度と比べて高まるとの予想が大

勢を占める。 

ただし、海外経済の先行きは依然不透明な状況

であるため下振れする可能性もある。2014年度は

駆け込み需要の反動の影響が生じることから、マ

イナス成長に転じるとみる機関もある。 

「すでに日本経済は2012年春頃をピークに後

退局面入りしていた」（ニッセイ基礎研究所）が、

多くの機関は12年後半も引き続きマイナス成長

を見込んでいた。しかし2013年1-3月期には海外

経済の持ち直しを背景にプラス成長に転じると

見込まれる。そこで「今回の景気後退は比較的短

期間で終わる見通し」（東レ経営研究所）だ。 

2次速報値公表（12月10 日）で「成長率のゲタ」

が高まっていて上方修正した機関が多い。 

税務会計 経   営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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